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ご注意：この文章は一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外を問わず一切

の投資勧誘又はそれに類する行為を目的に作成されたわけではありません。投資を行う

に際しては、必ず当社が作成する「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（並びに訂

正事項分）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願いいたします。 
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募集株式の払込金額及びブックビルディングの仮条件決定のお知らせ 

 

 当社は、2025年２月 17日開催の取締役会において決議しました公募による募集株式発行

等に関し、2025 年３月４日開催の取締役会において、未定でありました払込金額等につき

まして、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 公募による募集株式発行の件 

（１）募 集 株 式 の 払 込 金 額  １株につき 金 595円  

（ただし、引受価額が募集株式の払込金額を下回る

場合は、当該募集株式の 発行を中止する。) 

（２）募集株式の払込金額の総額 59,500,000円 

（３）仮 条 件  700円から 740円 

（４）仮 条 件 決 定 の 理 由 等  

 

仮条件は、当社の事業内容、経営成績及び財政状態、

事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格

算定能力が高いと推定される機関投資家等の意見及

び需要見通し、現在の株式市場の状況、最近の新規

上場株の株式市場における評価並びに上場日までの

期間における価格変動リスク等を総合的に検討して

決定いたしました。 
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【ご参考】 

1. 公募による募集株式発行及び株式売出しの概要 

（１） 募集株式の数及び売出株式数 

① 募 集 株 式 の 数 当社普通株式             100,000株 

② 売 出 株 式 数 当社普通株式 引受人の買取引受による売出し 

 100,000株 

オーバーアロットメントによる売出し   30,000株

（※） 

（２）需 要 の 申 告 期 間 2025年３月５日（水曜日）から 

2025年３月 11日（火曜日）まで 

（３）価 格 決 定 日 2025年３月 12日（水曜日） 

（発行価格及び売出価格は、募集株式の払込金額以上

の価格で、仮条件における需要状況等を勘案した上

で決定する。） 

（４）募 集 ・ 売 出 期 間 2025年３月 13日（木曜日）から 

2025年３月 18日（火曜日）まで 

（５）払 込 期 日 2025年３月 19日（水曜日） 

（※）上記のオーバーアロットメントによる株式売出しは、公募による募集株式発行並

びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状況を勘案し、フィリップ証券株

式会社が行う売出しであります。したがって上記のオーバーアロットメントによる売出

しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少又は全く行

わない場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株

式は、オーバーアロットメントによる売出しのために、フィリップ証券株式会社が当社

株主である中本久富（以下「貸株人」という。）より借入れる株式であります。また、

フィリップ証券株式会社は、上場日（2025年３月 21日）から 2025年４月 17日までの

間、貸株人から借入れる株式の返還を目的として、証券会員制法人福岡証券取引所にお

いて、オーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限（上限株式数）と

する当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合が

あります。フィリップ証券株式会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株

式については、グリーンシューオプションを行使しない予定であります。また、シンジ

ケートカバー取引期間内においても、フィリップ証券株式会社の判断で、シンジケート

カバー取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバ

ー取引を終了させる場合があります。 
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2．ロックアップについて 

（１）  TOKYO PRO Marketにおける当社普通株式の取引(気配表記を含む。)がブックビル

ディング方式による発行価格及び売出価格の決定に影響を及ぼすおそれを可及的に

排除する観点から、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、売出

人かつ貸株人である中本久富、当社株主である当社役員伊藤裕昭、二田泰久、宮﨑

恵子、柳澤謙介、早坂貴幸、関口義之、当社株主である株式会社花明、松本寝具株

式会社、山内株式会社、株式会社ＲｉｇｈｔＡｒｍサービス、株式会社エッチ・ア

ール・エス、株式会社カンディハウス、徳波陸運株式会社、株式会社日本引越セン

ター、関西陸運株式会社、カーロックホームズ株式会社、株式会社メディアネット

ワーク、ＪＷＰＣ株式会社、株式会社ナカムラ、富良野通運株式会社並びに当社新

株予約権者である当社役員伊藤裕昭、二田泰久、宮﨑恵子、柳澤謙介、早坂貴幸、

関口義之、長池知己、武田茂及び当社従業員である 35名は、フィリップ証券株式会

社（主幹事会社）に対し、本書提出日から当社普通株式に係る TOKYO PRO Marketか

らの上場廃止予定日である 2025 年３月 20日までの期間中は、本書提出日現在に自

己の計算で保有する当社普通株式（当社新株予約権及び新株予約権の行使により取

得した当社普通株式を含む。）の売却等又はこれらに係る注文を行わない旨を約束し

ております。 

（２）  本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人かつ貸株人であ

る中本久富、当社株主である当社役員伊藤裕昭、二田泰久、宮﨑恵子、柳澤謙介、

早坂貴幸、関口義之、当社株主である株式会社花明、松本寝具株式会社、山内株式

会社、株式会社ＲｉｇｈｔＡｒｍサービス、株式会社エッチ・アール・エス、株式

会社カンディハウス、徳波陸運株式会社、株式会社日本引越センター、関西陸運株

式会社、カーロックホームズ株式会社、株式会社メディアネットワーク、ＪＷＰＣ

株式会社、株式会社ナカムラ、富良野通運株式会社並びに当社新株予約権者である

当社役員伊藤裕昭、二田泰久、宮﨑恵子、柳澤謙介、早坂貴幸、関口義之、長池知

己、武田茂及び当社従業員である 35名は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日か

ら上場（売買開始）日（当日を含む）後 180日目の 2025年９月 16日までの期間（以

下「ロックアップ期間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、

当社株式（当社新株予約権及び新株予約権の行使により取得した当社普通株式を含

む。）の売却（ただし、引受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントに

よる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと及びグリーンシューオプションの

対象となる当社普通株式を主幹事会社が取得すること等は除く。）等は行わない旨合

意しております。 

 また、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面

による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換若しくは交換される有価証

券の発行または当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された有価証券の発行
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等を行わない旨合意しております。 

 なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であっ

てもその裁量で当該合意の内容を一部若しくは全部につき解除できる権限を有して

おります。 

以上 


